
施策の内容について 

① 住宅用太陽光発電 約８万基 ⇒ 約23万基(2020)  ▲30万t 
 

② 10kW以上（含ﾒｶﾞｿｰﾗｰ） 約225千kWh ⇒ 約●●千kWh  

中小企業ESCO、住宅の低炭素化、埼玉版家庭エコ診断 

省エネ対策の推進（省エネ） 【節電６%】 

低炭素電源の確保（創エネ） 【電源割合 約７％⇒２４％】 
 

 ※約400万t-CO2⇒県内CO2排出量約4,000万t-CO2の約１０% 

太陽光発電    約０．５％ ⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒⇒  １%程度 

快晴日数日本一 
      ⇒ 太陽光  

燃料電池自動車、水素ガススタンド、大型燃料電池の普及拡大 

水素エネルギーの実用化 

埼玉県のエネルギー資源 

大規模

集中

型, 

70% 

分散

型, 
30% 

国目標  災害に強い電源システ

ムの構築(2030年目標) 

電源に関する国の方向性 

エネルギー基本計画の見直し 
（総合資源エネルギー調査会） 

震災前の原発割合 
 ：３０％ 

創エ

ネ, 
24% 

省エ

ネ, 6% 

県の考え方（案） 

人口の多さ（７２０万人） 
      ⇒ 可燃ごみ 
        食品廃棄物  

再生可能エネルギー 

廃棄物エネルギー 

熱エネルギー（太陽、地中、
工場排熱等） 

ほか 

バイオガス（食品廃棄物、下水汚泥） 
バイオオイル（剪定枝、林地残材）  ⇒ ⇒ ⇒⇒⇒⇒  １%程度 

可燃ゴミ  約１%⇒⇒⇒⇒⇒ ⇒⇒⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒⇒ ⇒  ４%程度 

コージェネレーションシステム（天然ガス）    ⇒ ⇒ ⇒ １８％程度 
（電力と熱の同時供給）  

再生可能エネルギー等の普及拡大 
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県内の総電力使用量 32,771GWh(H23速報値) ⇒1,720万t-CO2 

412万
t-CO2 

103万
t-CO2 

資料２ 



【省エネ関係】  中小企業ESCO事業（シェアード・セイビングス方式） 

（中小企業「頭金ゼロ」ESCO）  

［概要］リース使用者（中小企業）の倒産
によりリース料の支払いを受けることが
できなくなった場合に被る損害の５０％に
対し保険金を支払う 

ESCO事業者 
（エネルギーコンサル＋リース会社） 
（エネルギーコンサル＋設備会社） 

中小企業 

設備改善費用調達 
エネルギー削減 
パフォーマンス契約 

ESCO料金の支払い 

リース会社 
金融機関 

県の支援 
①省エネルギー診断に対する支援 

②省エネ設備導入に対する補助 

③金融機関に対する利子補給 

低炭素設備リース 
信用保険 
一般社団法人 

  低炭素投資促進機構 

与信は金融機関の基準に準ずる 

融資 保険 

リースを利用する場合 

【ポイント】 
①中小企業オーナーは県に登録されたＥＳＣＯ事業者とシェアードセイビングスＥＳＣＯを実施する。 
②ＥＳＣＯ事業者は、設備等を調査し、機器の取替え・設置を行う。省エネ運転方法等を事業所へ指導、中小企業オーナーと協力して省エネを図る。 
③パフォーマンス契約期間は5～10年程度。設備導入補助金によりESCO事業者の負担を減らす。 
④ＥＳＣＯ事業者への報酬は、光熱水費の削減額の中から設備投資費用分、金利分、ESCO事業者報酬を支払う。 

 
【メリット】 
・追加の省エネ設備はESCO事業者が調達するため、中小企業の初期投資、追加設備にかかる費用（メンテナンス費、固定資産税等）が不要。 
・ESCO実施期間中に省エネ指導が受けられる。 

施策の内容について 
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埼玉版家庭のエコ診断（仮）構想 

●Ｗｅｂ版簡易家庭のエコ診断ソフトをホームページに公開し、希望者が時間や手間を 
 かけずにいつでも簡単に受診できるようにする。 

●家電販売店等に協賛をお願いし、診断表を持参した場合には何らかのｻｰﾋﾞｽが受けら   
 れる体制をつくり、受診と受診後の買換え等の行動を促進する。 

家
庭
の
エ
コ
診
断 

診断員による対面診断 

①家庭訪問 
②診断会（公民館、企業等） 
③実施団体窓口診断 
・事前申込・調査票事前作成 
・診断時間３０～６０分 

Ｗｅｂによる自己診断 

・２４時間いつでもＯＫ 
・診断時間５～１０分程度 

詳細な診断と提案
ができるが手間と時
間がかかる 
→年間数百件が 
  限界 

簡易な診断と提案
だが簡単に誰でも
受診できる 
→年間１万件 
  程度想定 

現行 

新規 

 補
完 

家庭のエコ診
断 

応援企業 

 

診断表持参者
にサービスを
提供 

■家庭のエコ診断応援店を公募（協賛店は特典サービスを可能な範囲で自由に設定） 
                                            →ステッカー等を店頭に表示 

■県、企業等一体となった家庭のエコのムーブメントを創出 

①Ｗｅｂにアク 
 セスし利用 
 登録 

②質問に回答 
 を入力し診断 

・希望者には詳
細な対面診断を
案内 

③診断結果を 
 受けて買換え 
 等のアクション 

④販売店等に診 
 断表を提示し 
 特典を受ける 

⑤事後調査に 
 よりＣｏ２削減量 
 等を把握 

(うちエコ診断) 

施策の内容について 
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省エネ設備導入支援補助  

省エネリフォーム促進支援補助 

必須 一つ以上選択 

HEMS 太陽熱 エネファーム 蓄電池 V2H 

二重サッシ 

        へのリフォーム 

複層ガラス 

窓一組あたりで補助 

住宅の低炭素化 

施策の内容について 
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県として国際貢献できる仕組みを作れないか？ 

（参考）国の二国間クレジットの例 
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県として国際貢献できる仕組みを作れないか？ 

（参考）国の二国間クレジットの例 
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